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【目的】一般に非市場財、すなわち社会的共通資本の構成要因の価値は、利用価値と非利用価値に大別される。前者は競争的消費と非競争的消費に分類することができる。後者はオプション価値、純粋存在価値、愛他主義的存在価値に分類することができる。これまでの社会的共通資本としての地域医療提供体制の構成要因の価値評価は主に利用価値に重点が置かれており、その価値評価の結果に基づいて政策や資源配分が決定されてきた。本研究の目的は、特定健康診査・特定保健指導制度について、地域住民がどの程度の便益として評価するのか、仮想市場法（Contingent Valuation Method）により明らかにすることである。
【方法】本研究では分析対象を札幌市、横浜市、神戸市、福岡市の4政令都市とし、ネットリサーチ企業の登録パネルの中からそれぞれの都市在住者を抽出し、現実の年齢構成比、男女の構成比を回答パネルに反映させて回答を得た。それぞれの回答数は870、2,000、795、832件である。調査期間は2009年2月～2010年2月である（重複回答者なし）。特定健康診査・特定保健指導制度について説明した後、毎年の自己負担金額についての支払意思額を調査した。また回答者の性別、年齢、職業、世帯所得状況、家族構成と本人・家族の受療状況或いは過去の受療経験も調査し、この支払意思額に対する影響要因を把握するため、回答者属性との回帰分析をおこなった。
【結果】札幌市、横浜市、神戸市、福岡市4政令都市の住民の支払意思額の代表値はそれぞれの都市において、1，336円、1，415円、1，363円、1，315円であり、それらに統計的有意差は認められなかった。また各都市において、支払意思額に対する回答者属性の影響について回帰分析で検討したところ、札幌市においては60代の支払意思額が正で有意（Ｐ＜0.05）、横浜市においては60代と80代以上の支払意思額が正で有意（Ｐ＜0.05）、年収800万円～2，500万円の層が正で有意（Ｐ＜0.05）、神戸市では年収1,400～1,800万円の層が正で有意（Ｐ＜0.05）、福岡市では子供がいることが正で有意（Ｐ＜0.05）、10代と60代が正で有意（Ｐ＜0.05）、年収300万円以下の層が負で有意（Ｐ＜0.05）、年収1，800～2,500万円の層が正で有意（Ｐ＜0.05）であった。
【考察】平成20年4月から実施されている特定健康診査・特定保健指導制度に対する毎年の自己負担金額についての支払意思額について、札幌市、横浜市、神戸市、福岡市の4政令都市間には統計的な有意差は認められなかった。このことは、メタボリックシンドロームに着目した生活習慣病予防ついて、国民の一般的な関心の程度が反映されているのかも知れない。
回帰分析の結果では支払意思額に対する影響要因については各都市がそれぞれ異なった特徴を示している。このことは、特定健康診査・特定保健指導制度を推進するためには、地域特性を勘案した具体的な工夫が必要であることを示唆している。
